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   Ｂ２９Ｃ  65/44    　　　　
   Ｂ３２Ｂ  15/08    　　　Ｕ
   Ｂ２９Ｃ  53/04    　　　　
   Ｂ２９Ｋ  61:04    　　　　
   Ｂ２９Ｋ  63:00    　　　　
   Ｂ２９Ｋ  67:00    　　　　
   Ｂ２９Ｌ  31:34    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成26年10月17日(2014.10.17)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項１９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項１９】
請求項１～１８のいずれかに記載の方法によって製造された金属複合体を用いる工程を備
える、電子機器筐体の製造方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６７】
　ここで、「半硬化」とは、未硬化状態と硬化状態との間にある状態を意味する。半硬化
状態の熱硬化性樹脂は、ある程度の流動性を有する。具体的には、熱硬化性樹脂を加熱し
て、経時変化による粘度カーブを測定したとき、飽和した粘度から最低粘度の差分を百分
率表示し、飽和した粘度に対して１０～９０％の粘度である状態を、半硬化ということが
できる。なお、硬化状態は、熱硬化性樹脂が脱型により流動ないし変形しない状態であり
、前記の測定により、飽和した粘度に対して９０％を超える粘度である状態を、硬化状態
ということができる。
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【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６８】
　また、熱硬化性樹脂のガラス転移温度（以下、Ｔｇと省略する）から硬化状態を確認す
る方法を用いても良い。すなわち、硬化の進行にともなうＴｇの上昇が飽和したときのＴ
ｇと、Ｔｇの最小値（未硬化の熱硬化性樹脂のＴｇ）とを予め測定しておき、飽和したＴ
ｇからＴｇの最小値の差分を百分率表示し、飽和したＴｇに対して１０～９０％のＴｇで
ある状態を、半硬化ということができる。飽和したＴｇに対して９０％を超えるＴｇであ
る状態を、硬化状態ということができる。熱硬化性樹脂の加熱温度及び加熱時間とＴｇと
の相関関係を予め測定しておき、この相関関係に基づいて、成形条件からおおよそのＴｇ
を内挿することができる。ＴｇはＤＳＣを用いた方法で測定することができる。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６９】
　さらには、熱硬化性樹脂のＤＳＣで測定される発熱量から硬化状態を確認する方法を用
いても良い。すなわち、未硬化の熱硬化性樹脂の発熱量を予め測定しておき、加熱後の熱
硬化性樹脂の発熱量の割合から残存反応率が硬化状態を見積もることができる。この残存
反応率が１０～９０％である状態を、半硬化ということができる。１０％未満である状態
を、硬化状態ということができる。
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